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------------------------------------------------------------------------

早春の候、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 
平素より、私ども、グローバル COE プログラム｢成熟市

民社会型企業法制の創造－企業、金融・資本市場法制の

再構築とアジアの挑戦｣<<企業法制と法創造>>総合研究

所 知的財産法制研究センターの活動にご高配を賜り、

厚く御礼を申し上げます。当拠点はこの３月でグローバ

ル COE5 年間の活動期間が終了となります。前身の 21

世紀 COE も含め、皆様から賜りましたご支援・ご協力に

厚く御礼申し上げます。 

------------------------------------------------------------------------ 
------------------------------------------------------------------------ 
＜ご 挨 拶＞ 

センター長 高林 龍 

 

知的財産法制研究センター（RCLIP）は、GCOE

に先立つ 21 世紀 COE のプロジェクト開始時から

継続して 10 年間、アジアおよび欧州の知的財産

判例英訳データベース構築をはじめとする知的

財産法制の研究を行ってきた。データベースは構

築することが目的ではなく、データの収集と要約

の過程で、各国・地域の裁判官などの実務家や研

究者と研究ネットワークを構築して、これらのデ

ータに表れている知的財産法の執行に係わる問

題点について研究を重ね、理想的な知的財産法制

の確立を目指すことを最終目的としている。10

年間に及ぶ私達の活動は、これに対して様々な

方々からのご協力も頂戴する機会を得ることに

繋がり、GCOE 資金以外も活用し、毎週といって

もよいほどの頻度で広く知的財産を対象とした

公開のシンポジウム・セミナーを開催してきたし、

年４回、日英二カ国語で RCLIPニュースレターを

発行して、活動内容を広く世界に発信もしてきた。 

活動の初年である 2003 年 12 月 16 日にはこけ

ら落しとして、東京地裁 101 号大合議法廷で、午

前中は東京地裁の現職裁判官３名が裁判官役と

なり、原告・被告代理人は日本の著名事務所の弁

護士が担当して、仮想事例・記録を用いてシナリ

オなしの模擬裁判を実施した。そして午後には、

米国連邦裁判所の現職判事が裁判官役となり、原

告・被告代理人も米国から来日した著名事務所の

弁護士が担当して陪審制度の模擬裁判を、日本版

と同様の事例で実施した。事案は医療器具の発明

を対象に、米国の特許権者が日本メーカーを訴え

た特許権侵害訴訟であるが、米国版訴訟では均等

侵害が認められて米国特許権者が勝訴し、日本版

訴訟では出願経過禁反言により均等侵害が不成

立とされて原告敗訴となった 1

そして、活動最終年である 10 年後の 2013年 1

月 26 日には各国・地域の多数の協力者が成果を

持ち寄って集い、私達との協力関係の将来にわた

る維持・発展を確認しあうコンファレンスを開催

した

。当日は、大合議

法廷に入りきらない傍聴者 400 名ほどを債権者

集会場に収容して、法廷内の模様をスクリーンに

映し出した。このような企画が最高裁判所や東京

地裁のご協力を得て官学一体で実施できたこと

は、思い返してみても画期的なことであった。ま

た、その後の 10 年間で、米国では出願経過禁反

言の適用場面の増加により「均等論は死んだ」と

いわれる状況が生じていること、逆にわが国では

近時「均等論のルネサンス」として知財高裁で均

等侵害を認める判決が散見されるに至っている

ことに思いを致すならば、両国の知財をめぐる動

きの交錯には、感慨深い以上のものがある。 

2

21 世紀 COE の 5 年間と、GCOE の 5 年間の活動

内容やその成果は、到底わずかな紙幅で明らかに

。 

                                                   
1 季刊企業と法創造第 2 号「知的財産法制研究」を参照。 
2 コンファレンスに際して各国・地域の協力者から提出頂い

た成果（レポート）は，季刊企業と法創造第 36 号に掲載。 



ISSN 1880-3237 

2013 年 3 月発行 第 34 号 
http://www.globalcoe-waseda-law-commerce.org/rclip/ 

 

Waseda University 
RCLIP NEWSLETTER 2013 

2  

することはできない。特に判例データベースは，

アジア（中国，韓国，ベトナム，インドネシア，

タイ，台湾，インド）、欧州（ドイツ，フランス，

イタリア，スペイン，英国）ばかりか、今年には

ブラジルとロシアの知財判例も加わり、無料で検

索して閲覧することのできるデータベースとし

て、世界的に注目されるものに育っている。 

しかし、時の流れは非情でもあり、10 年間続

いたプロジェクトも、景気後退の世情が故に後継

企画はなく、研究費が途絶するときが来てしまっ

た。GCOE 採択後に開設した RCLIP のオフィスも

賃貸期間の満了により閉鎖することになり、先日、

引っ越しを終了し、什器備品のなくなった空き室

に佇むならば、寂寥感が漂っていた。 

とはいえ、仮にこれまで同様の研究費は頂戴で

きないにしても、10 年かけて構築してきたデー

タベースを死に体にしてしまうことや、これまで

構築してきた人的ネットワークを遮断してしま

うことは絶対にあってはならないことである。現

段階では未だ模索中としかいえないが、RCLIPの

活動はどのような形であれ４月以降も継続して

行きたい。その第一歩として、大学当局からしば

らくの間ではあるが、活動拠点となるオフィスの

ご提供を頂けることになった。そして、４月以降

もデータベースを見ることのできる Web 頁を継

続し、かつ 4 月 23 日には新生 RCLIP としての初

回（通算 34 回）研究会を上野達弘先生をお迎え

して開催することにした。 

これからしばらくは揺籃期になるであろうが、

何とか揺籃期を経て華々しく新装開店ができる

日が来ることを期待して、筆を置くことにする。 

 

2012年度JASRAC秋学期連続公開講座第４回 
（2012/11/17 開催） 

 

 2012年 11月 17日開催の第 4回 JASRAC著作権

セミナーにおいては、漫画家のビッグ錠氏、小説

家の三田誠広氏、日本文藝家協会著作権管理部長

の長尾玲子氏をお招きし、富岡英次弁護士の司会

で、文芸の著作物や漫画のキャラクターに対する

著作権保護のあり方について、クリエーターの立

場から、その思いを発信して頂いた。 

 まず、日本文藝家協会の長尾玲子氏から、作家

らとの交流の中で接したいくつかの事例が紹介

された。文芸作品についてのキャラクターはアイ

デアであって著作権は成立しないとするのが一

般的解釈ではあるものの、キャラクターは作家が

大切にしている対象であり、ドラマにおいて実体

化しその際にキャラクターの人格を歪められる

というようなことや、ある作品のキャラクターを

踏襲して無断で続編が作成されるというような

場合など、著作権による保護が必要な場合もある

との思いを述べられた。 

 次に、ビッグ錠氏から、漫画のキャラクターが

どのように成立するかという点について、初期の

作品である「釘師サブやん」などを例に引き、詳

細な説明がされた。その中でビッグ錠氏は、漫画

のキャラクターはいきなり出来上がるというも

のではなく、ストーリーが展開されることに伴っ

て固まってくるものであり、キャラクターが自由

に動き回るようになる、いわゆる「キャラが立つ」

という状態になるまでが、出版社の編集者ととも
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に作家が最も苦労するところであると強調され

た。その上で、キャラクター作りに成功するか否

かは、人気を得て連載が継続できるかという点で

も鍵となる事柄であり、また、キャラクターは読

者の共感や支持を得ることによって最終的には

成立するものであるから、それが勝手に真似られ

ることに対しては憤りがあり、法的な保護を求め

たいという思いがある。しかし、その一方で、例

えばパロディというような形で別の物語を作っ

ていって貰うことにも、作家としては嬉しい側面

があり、やや思いに複雑な部分もあるとのお話を

された。 

 最後に、三田誠広氏から、文芸作品に対する著

作保護の様々な限界が紹介された上で、例えば映

画の場合であれば、黒澤明監督の「天国と地獄」

に対するエド・マクベインの小説『キングの身代

金』や、山田洋次監督の「幸福の黄色いハンカチ」

に対するピート・ハミルのコラム『Going Home』

のように、インスピレーションを得た対象であっ

て原作までは言い難いようなアイデアに対して

も金銭を支払っているケースがあり、如何にキャ

ラクターそのものはアイデアであって著作権保

護が認められないとしても、慣例によって保護さ

れる場合もあり得ることから、これに対して作家

らが声を上げていくことが必要であると説かれ

た。 

 以上に引き続き、会場からの質問等を得て、盛

会のうちにセミナーは終了した。 

（RA 五味飛鳥） 

 

2012年度 JASRAC秋学期連続公開講座第 5回 
（2012/12/8 開催） 

○基調講演：オンライン著作権侵害－アメリカ著

作権法の下での ISPの責任－ 

司会：竹中俊子（ワシントン大学教授） 

講演：M. Margaret McKeown （米国第 9 巡回区連

邦控訴裁判所判事） 

まず、McKeown判事はアメリカ著作権法の起源

とその発展の歴史を概観すると共に、1984 年の

ソニー・ベータマックス最高裁判決（Sony Corp. 

of America v. Universal City Studios Inc., 464 

U.S. 417 (1984)）を取り上げ、ソニーの間接侵

害責任を否定することによって、連邦最高裁判所

が技術の発展を重視する姿勢を打ち出したこと

を指摘する。そして、第 9サーキットでは著作権

侵害を否定したが、連邦最高裁で著作権侵害を認

めたグロックスター事件（Metro-Goldwyn-Mayer 

Studios Inc. v. Grokster Ltd., 545 U.S. 913 

(2005)）を例に、分散型ネットワーク・システム

がいかに技術の発展と著作権との間に緊張関係

をもたらすかを示し、オンライン上では数えきれ

ないほどの著作権侵害が行われている実態につ

いて言及した。次に直接侵害と間接侵害の違いが

とても微妙かつ曖昧なものであることを説明し、

直接侵害に該当するかが争われた Cartoon 

Network事件（Cartoon Network LP, LLLP v. CSC 

Holdings Inc., 536 F.3d 121 (2d Cir. 2008)）

を例に直接侵害について解説した上で、間接侵害

の類型である寄与侵害と代位責任の法理につい
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て詳述した。そして、ポルノサイトの写真の売買

に VISA カードが利用可能であったために VISA

の間接侵害が争点となった Perfect 10 vs. VISA, 

494 F.3d 788 (9th Cir. 2007)を取り上げ、裁判

所が単にクレジットカードで支払処理がなされ

ているという理由だけでは代位責任は認められ

ないという判断を下した背景や理由について言

及した。また、オンライン・ロッカー・サービス

の合法性について言及し、裁判所がこのようなイ

ンターネットに係る訴訟事件を審理する場合に

は、目に見えるような（tangible）アナロジーを

見つけようとすると述べた（このケースでは学校

に対して学生のロッカーの内容物について責任

を問えるのかということ）。さらに Viacom vs. 

YouTube (10-3270-cv, 2012 WL 1130851 (2d Cir. 

April 5, 2012))を例に、YouTube のような動画

投稿サイトのサービス提供者に対する法的責任

の判断がいかに難しいかを指摘した。 

その後、質疑応答に入り、第 2 サーキットと第

9 サーキットの間接侵害訴訟に対する判断基準

の相違の有無、著作権侵害における刑事訴訟の状

況、日本のカラオケ法理等について、活発な議論

が交わされた。 

 

○パネルディスカッション：ゲームの著作権を巡

る諸問題 

 

司会：安藤和宏（IIIPS-Forum上級研究員） 

ディスカッサント：代市崇（バンダイナムコゲー

ムス）、保田祐子（カプコン）、光田康典（プロ

キオン・スタジオ）、柴田真人 (プロデューサー) 

パネルディスカッションでは、ゲーム会社の法

務部門の実務家とクリエイターを招いて、制作現

場や法務部門が直面している著作権問題やその

対応策について議論した。具体的には、釣りゲー

タウン 2 事件（GREE vs. DeNA）やファイヤーエ

ンブレム事件等を取り上げて、ゲームソフトにお

けるアイデアと表現の境界線はどのあたりにあ

るのか、また発売元が変更する続編ゲームの場合、

どのような問題点があるのか等について協議し

た。さらにクリエイターは既存の著作物に類似し

ないようにどのような苦労をしているのか、法務

部はクリエイターにどのようなアドバイスをし

ているのか、といった実務上の課題についても活

発な議論を行った。 

（早稲田大学 IIIPS-Forum 客員上級研究員 安

藤和宏） 

 
国際知的財産セミナー 

「中国における特許訴訟および技術移転」 
（2012/12/8 開催） 

 

【司会】秦玉公（金杜（KING&WOOD）法律事務所

パートナー、弁護士、弁理士） 

【講演者】 

蒋志培（元中国最高人民法院民事審判第 3 廷（知

的財産廷）廷長、現任中国国家法官学院教授、金

杜（KING&WOOD）法律事務所高級顧問） 

李順徳（中国科学院大学院法律・知的財産権部主

任、中国社会科学院知的財産権センター元副主任、
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中国知的財産権研究会副理事長） 

張栄彦（元中国国家知識産権局特許複審委員会研

究処処長、中国特許審査研究員） 

秦玉公（金杜（KING&WOOD）法律事務所パートナ

ー、弁護士、弁理士） 

 

 2012年 12月 8日に、早稲田大学国際産学官連

携本部主催、早稲田大学法研グローバル COE知的

財産法制研究センター、早稲田大学重点領域研究

機構知的財産拠点形成研究所共催により、国際知

的財産セミナー「中国における特許訴訟および技

術移転」が開催された。 

 本セミナーは、中国における特許訴訟及び技術

移転の現状と留意点について、裁判官、学者、国

家知識財産局の審査官および弁護士からなる専

門家たちが、それぞれ司法、立法、特許審査、法

律実務の視点から、講演して頂いたものである。 

 高林龍教授の開会の辞に続き、蒋志培博士は、

「中国における特許訴訟の現状及び最新動向」を

テーマに、講演を行った。蒋博士は、まず中国の

知財訴訟の概況を紹介した。近年、中国での知財

訴訟が急増しており、2011年のデータによると、

全国の地方法院が受理した知財関連民事一審事

件は 59,882件であり、うち、結審したのは 58,201

件である。これは、前年比でそれぞれ 39.48％増

と 39.54％増である。新規受理のうち、専利（特

許・実用新案・意匠を含む）事件は 7,819件で前

年比 35.16％増である。商標事件は 12,991 件で

前年比 53.56％増である。著作権事件は 35,185

件で前年比 42.34％増である。 

 なお、中国では、司法による知財保護が民事訴

訟以外に刑事訴訟、行政訴訟がある。2011 年に

は、結審した刑事事件は、5,504 件であり、行政

事件は 2,470 件である。さらに、2012 年は、全

国の法院の知財事件審理件数が 15％～20％増と

見込まれているそうである。 

 次に、知財戦略と司法による保護については、

中国では、国家知財戦略に基づいて、司法による

保護が主なルートとなっている。法院は、知財案

件について緩やかな基準と厳しい基準を併用す

る司法政策を採用している。例えば、クレーム補

正の方式が適法であるか否かという訴訟では、法

院が「『専利審査指南』に定める補正方式は、関

連する補正の原則を満たしていることを前提と

し、3種（削除、合併、技術方案の削除）に限る

が、その他の補正方式を絶対的に排除するもので

はない」という見解を示した。また、セイコーイ

ンクカートリッジ事件では、分割出願の過程にお

いて行われた補正が、無効審判段階の補正と異な

るため、保護範囲の拡大とならないという見解を

示した。 

 続いて、蒋博士は裁判官の権利侵害の法的根拠

及び認定の方法について説明した。まず、権利侵

害訴訟では、裁判官は三つの事実を理解する必要

がある。すなわち、権利の状況と侵害行為に関す

る事実、専門技術に関する事実及び損害状況に関

する事実である。法的根拠としては、「専利法」

第 11 条と 60 条、「商標法」第 52 条、「著作権

法」第 46 条と 47 条、「不正競争防止法」第 5

条などを挙げた。さらに、司法解釈によって、特

許・実用新案侵害判定に関する原則が確定された

という。すなわち、すべての技術的特徴（構成要

件）の比較、禁反言、公衆への貢献（Dedication 

to public）及び均等原則である。最後に、判例

を挙げて、各原則の運用について説明した。 

 二人目の講演者は、李順徳教授である。李教授

は、三つの方面から技術移転に関する中国の法制

度を紹介した。まず、特許技術移転に関する法

律・規範については、関連法律・法規としては、

「科学技術進歩法」、「科学技術成果転化促進法」、

「民法通則」、「専利法」及び「専利法実施細則」、

「国防専利条例」、「契約法」、「対外貿易法」、

「技術輸出入管理条例」、「独占禁止法」、「担

保法」、「物権法」があると説明した。関連する

司法解釈としては、「最高人民法院知的財産権の

審判工作会議による技術契約、紛争事件審理にお



ISSN 1880-3237 

2013 年 3 月発行 第 34 号 
http://www.globalcoe-waseda-law-commerce.org/rclip/ 

 

Waseda University 
RCLIP NEWSLETTER 2013 

6  

ける若干問題に関する紀要」がある。また、「最

高人民法院の国家知的財産戦略の徹底実施に関

する若干問題に関する意見」などのような司法政

策規範は、実務上で司法解釈と同じく役割を果た

している。さらに、2008 年に施行された「国家

知的財産権戦略要綱」は、実践の中において大き

な影響力を与えている、と指摘した。 

 二つ目は、輸出入技術管理に関する規定を紹介

した。この分野では、主に「対外貿易法」の第三

章と「技術輸出入管理条例」がある。同条例によ

ると、「技術輸出入」とは、国外から国内に、ま

たは国内から国外に、貿易・投資または経済技術

協力を通じ、技術を移転する行為である。このよ

うな行為には、「特許権の譲渡、特許出願権の譲

渡、特許実施許諾、ノウハウの譲渡、技術サービ

ス及びその他の方式の技術移転を含む」ため、技

術移転に関して特許法などの規定は適用される

という。また、技術輸出入契約を登記する必要が

あるため、具体的な管理方法については、「技術

輸出入契約登記管理弁法」と「輸出禁止輸出制限

技術管理弁法」及び「中国輸出禁止輸出制限技術

目録」が適用される。 

 三つ目は、技術移転における競争制限に対する

規定である。この分野では、「契約法」第 329

条、第 343 条と「独占禁止法」第 55 条などがあ

るが、いわゆる競争制限行為に関しては、主に「最

高人民法院による技術契約紛争事件審理の法律

適用における若干問題に関する解釈」第 10条と、

「技術輸出入管理条例」第 29 条の規定に基づい

て判断されている。 

四つ目は、特許技術移転紛争に関して、当事者

による協議、調停（行政調停を含む）、仲裁、訴

訟といった四つ解決ルートがあると説明した。 

 三人目は、張栄彦先生である。張先生は、中国

国家知識産権局の専利複審委員会に関する紹介

と審査実務において「専利法」と「審査指南」が

運用される際の問題点について、語っていただい

た。 

 専利複審委員会は、3 年以上の審査経験を有す

る優秀な審査官によって構成され、現在のメンバ

ーは 300 人を超えている。専利複審委員会には、

主に出願の拒絶査定と無効審判請求を審査する

権能がある。専利複審委員会の決定に不服する場

合は、北京市第一中級人民法院に一審、北京市高

級人民法院に二審を提起することができる。 

 近年、毎年に複審した案件が 1 万件ぐらいで、

無効請求を受理した案件が 2,000 件ぐらいであ

る。複審の決定を不服として行政訴訟を提起した

案件は、その中の７％程度を占めている。一方、

複審委員会の敗訴率が 10％程度にとどまってい

るため、複審委員会の決定は一定の安定性がある

と伺えると説明した。 

 二つ目は、実務上の問題点として、まず新規性

の判断基準について説明した。2009 年の法改正

前に、新規性については同様の発明と比較するこ

とを要件としていた。このような場合には、たと

えば、先願発明は A、B、C、D 四つの構成から形

成されている。後願発明が A、B、Cから構成され

たとしても、同様の発明に該当しないため、新規

性を満たすという不合理な結論を導いてしまう

ことになる。したがって、2009 年の法改正で、

外国法を参考に、同様の発明と比較する要件を削

除し、従来技術に属さないことを要件としている。 

 また、進歩性については、中国専利法では、発

明に対して「突出した実質的特徴と顕著な進歩」

と基準としており、実用新案に対して「実質的特

徴と進歩」を基準としているが、実務上では、如

何に進歩性を判断するのかは非常に難しい。そこ

で、知識産権局は、審査指南でドイツ法を参考に

3 ステップ法を導入した。これによって、技術分

野の制限と引例の数量の制限がなくなったわけ

である。しかし、実務上では、進歩性判断は依然

問題として残っていると指摘した。 

 次に、中国では、明細書の記載については、当

業者が実施できることを要件としているが、「当

業者」の概念に関しては、審査指南の改正が行わ
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れた。改正前には、「当業者」とは、発明が属す

る技術分野のすべての従来技術を知る者である

と定義されていた。このような定義によれば、出

願人は、その技術案における一部の技術内容が出

願日以前の従来技術に属するとさえ証明できれ

ば、その内容の詳細を明細書に記載しなくてもよ

いこととなる。しかし、このような記載では、実

施する可能性がないであろう。この問題を改善す

るために、2000 年に欧州特許庁の規定を参考に

して、審査指南は次のように修正されたという。

すなわち、「当業者とは、仮定の人であり、出願

日または優先権日以前に発明が属する技術分野

のすべての一般的技術知識を知っており、当該分

野におけるすべての従来技術を知り得るものと

仮定する」と定義されるようになった。 

 最後に、張先生は、請求項に「機能的限定」の

記載を使用した場合に、その技術範囲の認定につ

いて、知識産権局と法院が異なる解釈を示してい

る問題に関して、見解を述べた。すなわち、審査

指南では、機能的限定の技術範囲は「前記機能を

実施できるすべての実施形態をカバーしている」

と解釈しているが、法院は、「明細書及び図面に

記述された当該機能または効果の具体的実施形

態及びそれに同等な実施形態を結び付けて、当該

技術的特徴の内容を確定すべきである」という司

法解釈を出している。近時、最高人民法院が審査

指南の解釈について肯定するような意見を出し

ているようであるが、現在法院は、まだ異なる解

釈を運用している。そこで、張先生は、権利者の

利益を保護するために、最終的に両者の解釈を統

一すべきであると意見を述べた。 

 四人目は、秦玉公氏である。秦先生は、弁護士

の立場で中国知財環境の変化を紹介したうえ、中

国の特許侵害訴訟の対策及び留意点と技術移転

に関する対策及び留意点について、見解を述べた。 

 まず、中国の知財環境については、近年中国の

出願件数は、年 20％～30％ぐらいのスピードで

増加している。2011 年の時点では、米国を抜い

て世界一位になっている。特に注目すべきは、中

国の有効特許発明権利の中で国内保有の件数が

すでに海外の特許権者保有件数を超えているこ

とである。したがって、権利の数を増えると、こ

れから中国国内企業が外資企業に対する特許攻

撃の可能性が高くなると、指摘した。 

 現在、中国での知財訴訟案件が増えており、

2011 年には、民事案件が 6 万件ぐらいに達して

いる。しかし、その中、半分以上は著作権に関す

る紛争である。特許案件は、権利取得が簡単では

ないため、急増することが考えにくいと示唆した。 

 次に、訴訟の対策と留意点について説明した。

まず、裁判根拠については、2009 年の最高人民

法院は通達で法律、司法解釈、行政法規、地方法

規などと明確にした。しかし、実際には、地方裁

判所は独自のガイドラインも出しているため、注

意する必要があると指摘した。また、中国では、

2009 年に指導判例制度をスタートしたため、関

連案件では、指導判例と似たような案件があれば、

引用した方が説得力があるという。 

権利行使をするときには、証拠の収集が大事な

ことであるが、企業間で直接物を流されており、

市場に出回っていない場合は、情報収集が大変で

あろう。この場合には、調査会社を使う方法があ

るが、逆に反訴され、営業秘密侵害、場合によっ

ては国家機密侵害と訴えられるおそれがあるの

で、注意する必要があると指摘した。 

 知財訴訟では、裁判地の選択も非常に重要であ

る。大都市の裁判官は、国際経験を含めて、知財

の経験が豊富で、また件数をこなしているため、

公正な裁判が期待できるという。 

 最後に、技術移転の留意点については、ライセ

ンス契約のような契約が締結された時点で発効

するが、登録しないと後で海外送金を受けようと

する場合は、銀行にストップされることがあるた

め、事前に届け出した方がいいと指摘した。実務

では、一部の企業はそのような届け出を出したら、

情報が漏えいされてしまうのではないかという
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考えがあるようであるが、具体内容や金額などが

公開事項になっていないようであると説明した。 

 以上の講演に引き続き、パネルディスカション

が行われた。パネルディスカションでは、中国裁

判の現状、技術移転に関する最新立法の動向及び

実務上で実用新案の進歩性の判断基準などの問

題について、講演者の間で多岐に渡る議論が行わ

れた。                      （RA 石 飛） 

 
RCLIP 活動総括コンファレンス －判例から

みる知的財産法制の過去・現在・未来－ 
（2013/1/26 開催） 

 

2013年 1月 26日午後、10年に亘る活動の節目

を迎えた RCLIP は、知財判例データベースに登載

する判例の収集に絶大なる協力を賜った各地域

の学者、裁判官、法律実務家をお招きし、各地域

における知財システムの発展、知財判例の動向、

将来の見通しなどについてご報告いただき、それ

について議論を交わすコンファレンスを開催し

た。 

お招きした方々は以下の通り。 

Aprilda Fiona Butar-Butar 弁護士（APRILDA 

FIONA & PARTNERS法律事務所／ジャカルタ） 

Nguyen Tran Tuyen 弁 護 士 (VISION & 

ASSOCIATES法律事務所／ハノイ) 

Tran Ngoc Thanh氏(明治学院大学／東京) 

郭禾教授（中国人民大学／北京） 

Judge Jumpol Pinyosinwat（タイ王国控訴裁判

所／バンコク） 

Prof. Yun Sun-Hee（漢陽大学／ソウル） 

Judge Gabriella Muscolo（ローマ地方裁判所

／ローマ） 

Prof. S. K. Verma（デリー大学／デリー）  
謝銘洋教授（台湾大学／台北）  

徐宏昇弁護士（徐宏昇律師事務所／台北） 

 

13:00 から 19:00 までの長丁場となったもの

の、各国各地域の知財動向について参加者は熱心

に耳を傾けた。また、各報告者からは、知財判例

データベースの重要性とともに、将来に亘っての

協力の必要性が強調された。 

なお、本コンファレンスに向けて各地域から提

出されたレポートは、近々発刊される季刊「企業

と法創造」にその日本語訳が登載される。コンフ

ァレンスでの報告内容の詳細は、そちらを参照さ

れたい。 

http://www.globalcoe-waseda-law-commerce.or

g/activity/kiyou.html#k28 

（RA 五味飛鳥） 
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グローバル特許権行使セミナー 
「EU と日本における特許権の領分」 

（2013/2/24 開催） 
○イントロダクション 過去 10 年のドイツ知的

財産法判例の概観 

○第１部 特許権侵害実務における重要な諸問

題―クレーム解釈と均等論の再検討 

【司会】クリストフ・ラーデマッハー(早稲田大

学高等研究所助教) 

【講演者】 

ティルマン・ミューラーストイ(バルデル・パー

ゲンベルク法律事務所弁護士) 

トーマス・クーネン(デュッセルドルフ高等裁判

所首席判事) 

飯村敏明(知的財産高等裁判所所長) 

高林龍(早稲田大学大学院法務研究科教授) 

 竹中俊子(ワシントン大学ロースクール教授) 

 

 2013年 2月 24日に開催された、早稲田大学知

的財産法制研究センター（RCLIP）主催：グロー

バル特許権行使セミナー「EU と日本における特

許権の領分」では、岩志和一郎早稲田大学法学学

術院院長、ホルガー・フィンケンドイツ学術交流

会東京事務所所長の挨拶に続き、イントロダクシ

ョンとして、ティルマン・ミューラーストイ弁護

士の講演「過去 10 年のドイツ知的財産法判例の

概観」が行われた。RCLIPにおいては、アジア及

び欧州の知的財産判例英訳データベース構築事

業を行っているが、本講演は、同事業におけるド

イツパートの総括的位置づけをなすものである。

著作権法、特許法、意匠法、商標法の分野から、

注目に値する判決をピックアップし、それぞれに

ついて概要が紹介された。この中で、特許法分野

から紹介がなされた 2 件（電波時計事件、プリペ

イドテレホンカード事件）は、越境的侵害に関す

る事件であり、この論点に関する注目度が伺える。

電波時計事件の内容をみてみると、本件は、ドイ

ツ国外でドイツ特許権に抵触する電波時計を第

三者に販売している被告がおり、その時計が還流

してドイツ国内で販売されているという事案に

おいて、被告の行為は全て国外で行われているた

め、被告はドイツにおける特許権侵害責任を負う

のかが問題となった事案である。裁判所は、ドイ

ツ国内で販売が行われることを認識して、意識的

にそれを助長した、という理由で、被告の責任を

認めた。国外展開する企業にとっては相応のリス

クとなる判断であるとの指摘がなされた。 

続いて、第１部「特許権侵害実務における重要

な諸問題―クレーム解釈と均等論の再検討」が、

クリストフ・ラーデマッハー助教の司会の下、行

われた。 

まず、トーマス・クーネン デュッセルドルフ

高等裁判所判事より、「ドイツにおける保護範囲

決定の基本原則」として、ドイツについての講演

が行われた。ドイツにおける特許権の保護範囲決

定の基本原則は特許法 14 条に規定されており、

クレーム（請求項）により決定される、と明定さ

れている。そして、明細書と図面はクレームを解
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釈するために用いることができると規定されて

いる。明細書は、あくまでクレームを解釈するた

めのものであり、明細書とクレームの間に本来矛

盾は無いはずであるが、両者間に矛盾がある場合

はクレームを優先する。なお、出願経過の参酌は、

ドイツにおいては行われていない。次に、ドイツ

における均等論の紹介がなされ、ドイツの均等論

は、諸判例を整理して、次の３つに整理されてい

る。すなわち、①同一効力（代替されても、付随

する利点が少なくともほぼ得られるかどうか）、

②容易推考性（代替手段は、専門家にとっては発

明的努力なしに見つけることができるかどうか）、

③等価性（専門家が、技術的思想の実質的意味に

基づいた思考をすることにより初めて、その変更

された手段がその意味に対応した等価な解決を

与えることを考えつくといえるか）の３つである

（これらの要件の邦訳については、クーネン判事

の講演資料の邦訳及び川田篤「日独の裁判所にお

ける均等論の比較－技術的範囲の解釈を踏まえ

て」AIPPI55 巻 7 号 454 頁(2010)を参照した）。

そして、均等論の３要件の中でも、等価性の要件

を満たすのは難しい場合が多く、10 件中 9 件は

満たさない、との指摘がなされた。 

その後、飯村敏明知的財産高等裁判所所長より、

「特許権侵害訴訟のクレーム解釈（均等論を含

む）」として、日本についての講演が行われた。

日本における特許権の保護範囲画定の基本原則

は特許法 70 条に規定があり、解釈すべきはあく

までも請求項であって、明細書や図面は解釈の参

照である。この点はドイツと変わるところがない。

そして、日本においては、出願経過を参酌して特

許権の範囲を限定解釈することがあるが、これは、

当該特許が公知技術と重なるにも拘らず請求認

容とするのは躊躇されるので、権利範囲を限定し

て請求棄却とするための手段として使われてい

たが、キルビー判決（最判平成 12年 4 月 11日民

集 54 巻 4号 1368頁）、そして 104 条の 3 が追加

された以降、端的に請求棄却にすればよくなった

のであり、出願経過を参酌する必要性の再検討に

ついて指摘がなされた。次に、均等論については、

ボールスプライン事件（最判平成 10 年 2 月 24

日民集 52 巻 1 号 113 頁）により、５要件が示さ

れている。これらは、極端な均等論に対しては抑

制的な観点から示された要件であり、均等論は理

論としては認められているが、ハードルは高いの

ではないか、と述べられた。 

続いて、竹中俊子ワシントン大学教授より、「米

国特許権の保護範囲 クレーム解釈と均等論」と

して、米国についての講演が行われた。米国では、

クレーム解釈の規定が無い。例外的に、機能的ク

レームの解釈ルールがあるのみであり（米国特許

法 112 条(f)）、クレーム解釈ルールは判例法に

よって形成されている。ルール自体は、日米独で

それほど違いは無いように思われるが、ルールの

用い方が違うのではないか、という指摘がなされ

た。すなわち、米国では、クレームの公示機能が

重視され、ルールが縮小解釈の方向に使われる傾

向がある。また、米国では、クレーム解釈主体と

その適用主体が異なり、クレーム解釈は裁判官が

行うが、それをあてはめて侵害判断をするのは陪

審である。そのため、被告の製品をみてクレーム

を解釈するということが原則として不可能であ

り、被告製品を参酌するのは限定的な範囲である。

また、均等論については、特許権成立後に出てき

た技術で、なおかつ予見ができなかったものに限

られ、また、発明としての評価ではなく、個々の

要素の評価である。そのため、米国の均等論は本
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当に例外的な場合に限られる。その背景には、特

許書類作成者のミスを補完するために均等論が

使われるべきではない、という価値観があるとの

指摘がなされた。 

以上の講演を受けて、高林龍早稲田大学教授よ

りコメントがなされた。日本の特許権侵害訴訟で

は出願経過が参酌され、特許権の範囲が限定解釈

されることがある。実施例を沢山記載し、出願経

過において削除すると、それを参酌されて限定さ

れてしまうということもありうる。これを回避し

ようとすれば、作用効果をはっきり書かず、実施

例も 1つしか書かないのが良い明細書である（そ

の後始末をするのが均等論である）、という風潮

にもなりかねないが、それは疑問である。明細書

においては、発明の本質を明示すべきであり、発

明の本質的部分を探究することが特許権侵害訴

訟における裁判官の任務である、との指摘がなさ

れた。 

以上の内容を踏まえて、パネルディスカッショ

ンでも積極的な議論が行われた。 

 (RC 桑原 俊) 

 
 
 
 
 
 
 
 

○第２部 世界標準、標準特許、そして、強制許

諾 
【司会】中山一郎（國學院大学教授） 
【講演者】 
基調講演：Dr. Thomas Kühnen（デュッセルド

ルフ高等裁判所判事） 
Dr. Matthias Lamping （マックス・プランク知

的財産法・競争法研究所研究員） 
守屋文彦（ソニー株式会社知的財産センター長） 
Dr. Christof Karl（Bardehle Pagenberg 法律事

務所弁護士）  
萩原弘之（Ropes & Gray 法律事務所弁護士） 
三村量一（長島・大野・常松法律事務所弁護士） 
 
 第２部では「世界標準、標準特許、そして、強

制許諾」というテーマで、以下のプレゼンテーシ

ョン、パネルディスカッション、質疑応答が行わ

れた。 
１．基調講演 
 Kühnen 判事が「標準必須特許から生じた侵害

訴訟」というタイトルの下に基調講演を行い、特

許侵害訴訟において標準必須特許（Standard 
Essential Patents、以下「SEP」と略）に基づ

く差止めが制限される場合の要件や手続につい

て、欧州、ドイツの状況を概ね次のように述べた。 
欧州連合の機能に関する条約 102条によれば、

市場における支配的地位の濫用は、競争法に違反

し、禁止される。SEP の特許権者は、ライセン

ス市場において支配的地位を有しているから、
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FRAND （ Fair, Reasonable, and Non- 
Discriminatory）条件で SEP をライセンスしな

ければならず、特許侵害訴訟における差止めは認

められない。もっとも、その場合、ドイツでは、

「オレンジブック標準」事件の連邦裁判所判決に

よって、侵害訴訟の被告は、具体的で客観的に合

理的なライセンスを申込まなければならない。こ

の申込みは無条件のものでなければならず、ロイ

ヤリティ・ベースとロイヤリティ率を示すことが

基本であるが、特許権者にその決定を委ねること

も可能である。また、被告がライセンス契約締結

前から発明を利用している場合には、ライセンス

料を支払う必要があるが、被告は一定額を供託す

ることもできる。その場合、ライセンス料をめぐ

る争いは侵害訴訟から切り離される。 
一方、EU 委員会は、近時のサムソン事件にお

いて、サムソンが競争法に違反し、課徴金を課す

可能性があるとの決定を行った。EU 委員会の決

定によれば、SEP の特許権者が FRAND 宣言後

に侵害訴訟を提起して差止めを請求することは、

被告に当該 SEP の FRAND ライセンスについて

「交渉する用意がある」（willing to negotiate）
のであれば、支配的地位の濫用である。しかし、

「交渉する用意がある」（willing to negotiate）
とは何を意味するのだろうか。被告による単なる

リップサービスや時間稼ぎも可能になるのだろ

うか、といった疑問が生じる。そのような状況の

下で、特許権者には２つのオプションがある。一

つは、損害賠償のみの請求であり、この場合、サ

ムソン事件の決定は適用されない。もう一つは、

差止め及び廃棄請求であるが、この場合は、サム

ソン事件のように課徴金を課せられるリスクが

ある。EU 委員会の決定は、侵害訴訟を停止させ

る効果を有するが、その期間は数年に及ぶ可能性

がある。侵害訴訟裁判所は、欧州司法裁判所にそ

の意見を照会することも可能である。 
 
 

２．講演 
 まず、Lamping 博士は、「標準化された市場に

おける競争の保護」というタイトルの下に、標準

化活動に特許権者が参加しているのか否か、

FRAND 宣言をしているのか否か、侵害者が標準

化技術の使用を止めて競争法違反を申し立てる

のか、標準技術の使用を続けながら、競争法の抗

弁を侵害訴訟で主張するのか、等によって様々な

ケースが考えられると述べた。 
 次に、守屋センター長は、「SEP とオレンジブ

ック抗弁」というタイトルの下で、自社の経験を

基に、オレンジブック抗弁には、必須特許が全世

界ベースで多数存在する場合に被告のライセン

ス申込みはドイツの必須特許のみ、しかも侵害訴

訟の対象となった限られた特許のみを対象とす

るものでよいのか、また、被告はその後特許の無

効を争うことは可能か、といった疑問点があるこ

とを指摘した。 
 続く Karl 弁護士の「欧州の訴訟における

FRAND 抗弁 実務家の懸念」とのタイトルの講

演では、ドイツのオレンジブック事件に基づく

FRAND 抗弁について、特許権者が標準化活動に

参加したかは関係なく、譲り受けた SEP に基づ

く差止請求にも同抗弁は適用されること、特許権

者は、過去分の損害賠償として FRAND を超え

る額を請求し得ること、被告がライセンスを申込

む場合、無効手続は取り下げるか、少なくとも停

止しなければならないこと、特許権者が侵害訴訟

の対象の SEP を含むポートフォリオ全体につい

てライセンスしている場合でも、被告は問題の

SEP のみについてライセンスの申込みをすれば

よいこと、しかし、1 件の SEP を取り出してそ

の FRAND 条件を決定することは困難であるこ

と等が説明された。 
 一方、「米国における標準必須特許権の行使」

とのタイトルで米国の状況を報告した萩原弁護

士は、 Microsoft v. Motorola 事件では、Motorola
が FRAND 宣言をした特許権に基づいて 2.25％
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のライセンス料率を請求したことが、FRAND 宣

言から生じる契約の違反に当たるかが争われて

おり、差止めは eBay 判決の 4 要素テストに照ら

して否定されたこと、また、Apple v. Motorola
事件でもPosner判事はFRAND宣言をしたSEP
に基づく差止めを認めていないこと、さらに、

FTC は、Google に対する同意命令において、SEP
についてライセンスを希望する者に対する差止

請求は FTC 法 5 条に違反するとしていること等

を説明した。 
 最後に、「標準特許をめぐる我が国の状況」と

のタイトルで我が国の状況を説明した三村弁護

士は、我が国では、裁定実施権の規定はあるもの

の、裁定が行われた例はないこと、また、FRAND
宣言をした SEP に基づく差止請求の許否を直接

判断した裁判例もないが、係属中の事件は存在す

ること、仮に差止めを制限する場合には権利濫用

論によることになると思われること、商標法では

権利行使が権利濫用と判断された例があること

等を述べた。 
３．パネルディスカッション 
 パネルディスカッションでは、まず、欧州にお

ける EU 委員会のサムソン事件の決定とドイツ

のオレンジブック抗弁との関係が問題となり、

Kühnen 判事は、オレンジブック抗弁において侵

害者は特許権者が拒絶できないような具体的な

ライセンスを申込む必要があるが、EU 委員会の

決定に基づく場合でも、ライセンス金額は具体的

に示すことが必要ではないかと考えているが、い

ずれにしても、EU 委員会の決定には不明なとこ

ろも多く、今後の見通しとしても不透明なところ

があるとコメントした。他方、守屋センター長か

らは、通例、侵害者は特許権者とライセンス条件

について交渉していることが多いので、詳細な要

件・手続が課せられるオレンジブック抗弁よりも

EU 委員会決定の方が魅力的であること、また、

Karl 弁護士からは、オレンジブック抗弁の下で

の侵害者による供託は事実上それが FRAND 条

件とされるリスクもあり、侵害者側の負担が重い

こと、等のコメントがなされた。 
続いて米国での状況について、FRAND 宣言と

第三者のためにする契約の成立の関係が議論さ

れ、萩原弁護士は、Microsoft v. Motorola 事件は、

FRAND 宣言によって、特許権者と標準化団体と

の間で標準化技術の利用者を受益者たる第三者

とする契約の成立を認めたが、Apple v. Motorola
事件の Posner 判事は、契約が成立しているか否

かはともかく、差止めを否定しており、要は、

eBay 判決の 4 要素テストにおいて、FRAND 宣

言による契約成立を考慮して差止めを否定する

主張もあれば、端的に FRAND 宣言から差止め

を否定する主張も考えられるとコメントした。他

方、三村弁護士は、我が国では FRAND 宣言を

もって第三者のためにする契約の成立を認める

のは困難であり、問題の解決のためには権利濫用

論によるべきだろう、とコメントした。 
最後に、欧米では、アプローチは異なるものの、

FRAND 宣言をした SEP に基づく差止めが制限

されているが、日本は今後どう対応すべきかが議

論となり、三村弁護士は、独占禁止法の適用可能

性について、日本の独占禁止法には 21 条のよう

な規定もあるが、JASRAC 事件のように公正取

引委員会が知的財産関連事件に取組む事例が生

じていることをコメントした。また、Lamping
博士は、競争法だけでなく、特許権の効力はどこ

まで及ぶべきなのか、という特許法の問題として

も対応を考えるべきであることをコメントした。 
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 他方、フロアからは、欧米の差止めの制限には

厳しい要件や手続が課せられており、ライセンス

料の支払いを拒絶する者への差止めが制限され

るわけではない点に留意して慎重に議論すべき

とのコメントや、FRAND 宣言をした SEP に基

づく侵害訴訟での無効の主張の扱いに関する質

問がなされた。 
以上のとおり、第二部も全体を通じて活発な議

論が行われた。 
（國學院大学教授 中山一郎） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 研究会・セミナー開催のお知らせ 
（詳細は RCLIP ホームページをご覧ください） 
 
 

第 34 回 RCLIP 研究会「著作権法学のあゆみ」 
日時：2013 年 4 月 23 日（火）18:30～20:30 
場所：早稲田キャンパス 大隈小講堂 
報告者：上野達弘（立教大学教授） 
司会：高林 龍（早稲田大学教授） 
わが国著作権法学の歴史は、１９世紀末にはじま

る。以来、現代にいたるまでさまざまな議論が繰

り広げられてきた。そうした百十有余年にわたる

著作権法学のあゆみを振り返り、その到達点を明

らかにするとともに、将来のあり方について展望

する。 
 
第 35 回 RCLIP 研究会「標準必須特許の侵害に

対する救済の考え方」 
日時：2013年6月4日（火）18:30～20:30 

場所：早稲田キャンパス 大隈小講堂

講演者：竹中俊子（ワシントン大学ＬＳ教授）

司会：高林龍（早稲田大学教授）

スマートフォン等で採用される動画圧縮規格のひ

とつであるH.264に関する標準必須特許を持つモ

トローラがマイクロソフトを訴えた事件を中心に、

アメリカ特許法における標準必須特許の差止請求

の可否及び侵害に対する損害の計算方法等の論点

について検討する。また、サムスンに対するＥＵ

委員会の暫定判断や東京地裁2月28日サムスン・

アップル判決を参考に、比較法的検討も行う。 
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